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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第99期
第１四半期
連結累計期間

第100期
第１四半期
連結累計期間

第99期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高 (百万円) 106,010 98,636 447,741

経常利益 (百万円) 3,049 3,206 8,301

四半期(当期)純利益 (百万円) 300 1,554 3,952

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 491 3,446 8,238

純資産額 (百万円) 177,987 186,434 184,269

総資産額 (百万円) 346,481 344,572 364,008

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 1.47 7.60 19.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 50.17 52.88 49.49

（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、設備工事業、電気機器販売業、不動産事業及びリース業に加え、発電事業

を展開している。当第１四半期連結累計期間における、主要な関係会社の異動は、次の通りである。

（設備工事業）

主要な関係会社に異動はない。

（その他の事業）

当社において太陽光発電事業を開始し、再生可能エネルギーによる発電事業を始めとする新規事業分野の運営体制

を強化するため、新たに戦略事業本部を設立することに伴い、発電事業を営む銚子風力開発㈱及び嘉麻太陽光発電㈱

を連結の範囲に含めている。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1）業績の状況

当社グループを取り巻く事業環境については、国内建設投資に回復の兆しが見え始めたものの、東京電力㈱の更

なる経営合理化により電力設備投資が抑制されるなど、依然として厳しい状況で推移した。

このため当社グループは、お客様の幅広いニーズに応える技術提案型営業活動を積極的に展開するとともに、徹

底した原価低減方策をグループ一丸となって推し進めるなど、受注の確保と利益の創出に努めた。

このような情勢下にあって、当第１四半期連結累計期間の売上高は986億３千６百万円（前第１四半期連結累計

期間比73億７千４百万円減）、経常利益は32億６百万円（前第１四半期連結累計期間比１億５千６百万円増）、四

半期純利益は15億５千４百万円（前第１四半期連結累計期間比12億５千３百万円増）となった。また、東京電力㈱

からの売上高は、408億８千５百万円（前第１四半期連結累計期間比32億７千９百万円減）となった。

 

セグメントの業績は、次のとおりである。

（設備工事業）

当社グループの主たる事業である設備工事業の業績は、新規受注高1,117億４千３百万円（前第１四半期連結

累計期間比26億７千７百万円増）、完成工事高973億４千２百万円（前第１四半期連結累計期間比77億３千３百

万円減）、営業利益25億１千１百万円（前第１四半期連結累計期間比７千８百万円減）となった。

 

（その他の事業）

その他の事業の業績は、売上高12億９千３百万円（前第１四半期連結累計期間比３億５千９百万円増）、営業

利益２億４千万円（前第１四半期連結累計期間比９千６百万円増）となった。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ194億３千５百万円減少し、3,445億７千２

百万円となった。

 

（資産の部）

流動資産は、主に受取手形・完成工事未収入金等が273億８百万円減少したことから、流動資産合計で前連結会計

年度末に比べ226億９千３百万円減少した。

固定資産は、有形固定資産が16億３千２百万円、無形固定資産が16億３千１百万円増加したことなどから、固定資

産合計で前連結会計年度末に比べ32億５千７百万円増加した。

 

（負債の部）

負債の部は、主に流動負債の支払手形・工事未払金等が161億４千５百万円減少したことから、負債合計で前連結

会計年度末に比べ216億１百万円減少した。

 

（純資産の部）

純資産の部は、主にその他有価証券評価差額金が17億６千７百万円増加したことから、純資産合計で前連結会計

年度末に比べ21億６千５百万円増加した。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、２億３千９百万円である。

 

(4）主要な設備

当第１四半期連結累計期間において増加した主要な設備は、次のとおりである。

また、嘉麻太陽光発電㈱を連結の範囲に含めており、同社において嘉麻第一太陽光発電所（福岡県嘉麻市・飯塚

市  平成25年８月着工予定  平成27年12月完成予定  予定発電電力量  16,020MWh/年）及び嘉麻第二太陽光発電

所（福岡県嘉麻市  平成27年４月着工予定  平成28年６月完成予定  予定発電電力量  6,480MWh/年）の開発を予

定している。

会社名
事業所
（所在地）

セグメント
の名称

帳簿価額（百万円）

備考建物及び
構築物

機械、
運搬具
及び工具
器具備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

㈱関電工
白岡太陽光発電所
（埼玉県白岡市）

 
その他
の事業
 

205 280
(24,460)

－
－ 485

予定発電電力量 

1,643MWh/年

銚子風力開発㈱
（千葉県銚子市）

その他
の事業

156 2,237
(6,053)

－
－ 2,393

予定発電電力量

41,100MWh/年

（注）１ 帳簿価額に消費税等及び建設仮勘定は含まない。

２ 土地の面積欄中(  )内は賃借中のもので外書きで示している。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 820,000,000

計 820,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)

（平成25年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成25年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 205,288,338 205,288,338
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株
である。

計 205,288,338 205,288,338 － －

（注）昭和19年９月１日設立時の現物出資13,810株が含まれている。

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

（株） （株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）
平成25年４月１日～
平成25年６月30日

－ 205,288,338 － 10,264 － 6,241

 

（6）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項なし。
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（7）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

 

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      920,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式  203,223,000 203,223 －

単元未満株式 普通株式    1,145,338 －
１単元(1,000株)
未満の株式

発行済株式総数 205,288,338 － －

総株主の議決権 － 203,223 －

（注）１  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権の数１個)含まれて

いる。

２  「総株主の議決権」の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数が１個含まれている。

 

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱関電工 東京都港区芝浦４丁目８番33号 920,000 － 920,000 0.44

計 － 920,000 － 920,000 0.44

（注）平成25年６月30日現在の自己株式数は、924,000株である。

 

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、井上監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 55,831 48,728

受取手形・完成工事未収入金等 99,219 71,911

有価証券 13,999 29,498

未成工事支出金 37,949 33,636

材料貯蔵品 4,756 7,289

その他 12,785 10,728

貸倒引当金 △470 △414

流動資産合計 224,072 201,378

固定資産

有形固定資産

土地 60,166 60,138

その他（純額） 26,008 27,669

有形固定資産合計 86,175 87,807

無形固定資産 1,700 3,331

投資その他の資産

投資有価証券 33,453 34,415

その他 22,991 22,020

貸倒引当金 △4,383 △4,382

投資その他の資産合計 52,060 52,053

固定資産合計 139,936 143,193

資産合計 364,008 344,572
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 78,585 62,439

短期借入金 7,730 7,674

未払法人税等 1,343 1,527

未成工事受入金 22,191 21,272

工事損失引当金 5,320 5,148

その他の引当金 1,333 1,067

その他 17,498 11,579

流動負債合計 134,003 110,708

固定負債

長期借入金 800 2,925

退職給付引当金 30,880 30,269

その他の引当金 1,034 1,016

その他 13,019 13,216

固定負債合計 45,735 47,428

負債合計 179,738 158,137

純資産の部

株主資本

資本金 10,264 10,264

資本剰余金 6,425 6,425

利益剰余金 163,815 164,195

自己株式 △512 △514

株主資本合計 179,992 180,371

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,005 8,773

土地再評価差額金 △6,867 △6,935

その他の包括利益累計額合計 138 1,837

少数株主持分 4,138 4,225

純資産合計 184,269 186,434

負債純資産合計 364,008 344,572
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

完成工事高 106,010 98,636

完成工事原価 97,215 89,806

完成工事総利益 8,795 8,830

販売費及び一般管理費 6,031 5,992

営業利益 2,764 2,838

営業外収益

受取配当金 257 271

その他 158 166

営業外収益合計 415 438

営業外費用

支払利息 37 51

為替差損 56 －

その他 36 19

営業外費用合計 129 70

経常利益 3,049 3,206

特別利益

固定資産売却益 12 －

特別利益合計 12 －

特別損失

固定資産除却損 198 140

投資有価証券評価損 2,017 －

その他 18 －

特別損失合計 2,233 140

税金等調整前四半期純利益 828 3,065

法人税等 459 1,383

少数株主損益調整前四半期純利益 369 1,681

少数株主利益 69 127

四半期純利益 300 1,554
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 369 1,681

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 122 1,764

その他の包括利益合計 122 1,764

四半期包括利益 491 3,446

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 434 3,322

少数株主に係る四半期包括利益 57 124
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

 
（連結の範囲の重要な変更）

当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社であった銚子風力開発㈱及び嘉麻太陽光発電㈱は、当社グループにお

ける発電事業の重要性が増したため、連結の範囲に含めている。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 
当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

 
税金費用の計算

 
税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算している。
 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

当社は、従業員の金融機関等からの借入に対し、保証を行っている。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

 
従業員（住宅資金）
 

 
2,216百万円

 

 
従業員（住宅資金）
 

 
2,174百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

 
減価償却費
 

 
1,169百万円

 

 
1,152百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,226 6.0平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

 

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,226 6.0平成25年３月31日平成25年６月27日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結損益
計算書計上額

(注３)設備工事業

売上高      

外部顧客への売上高 105,076 934 106,010 － 106,010

セグメント間の内部
売上高又は振替高

22 7,312 7,334 △7,334 －

計 105,098 8,247 113,345 △7,334 106,010

セグメント利益 2,589 144 2,734 30 2,764

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事業

及びリース業である。

２  セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結損益
計算書計上額

(注３)設備工事業

売上高      

外部顧客への売上高 97,342 1,293 98,636 － 98,636

セグメント間の内部
売上高又は振替高

45 5,208 5,254 △5,254 －

計 97,388 6,502 103,891 △5,254 98,636

セグメント利益 2,511 240 2,752 85 2,838

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事

業、リース業及び発電事業である。

２  セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.47 7.60

（算定上の基礎）    

四半期純利益 （百万円） 300 1,554

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 300 1,554

普通株式の期中平均株式数 （千株） 204,388 204,364

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成25年８月５日

株式会社  関  電  工

取  締  役  会    御中
 

井  上  監  査  法  人
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 萱  嶋  秀  雄    印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平  松  正  己    印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社関電工の

平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成25

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

（注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

        ２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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